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令 和 6年 度 事 業 計 画



1.法 人理念・使命 。職員行動指針

当法人では、理念、使命、職員行動指針をよく理解 し、実践することにより、障害者

福祉の向上、地域福祉の向上を目指します。

(1)理念 ～法人としての根本的な考え方～

【菊池園法人理念 】

先ずは利用者ありき。

すべてはそこから始まる。

利用者にとつてより良い生活環境の実現を目指して、

全職員が一九となつて日々努力していく。

(2)使命

【菊池園の使命】

「3つの幸せの実現」

① 利用者の幸せ

② 地域社会の幸せ

③ 職員の幸せ



(3)行動指針 ～職員に求める職務姿勢～

① (人権尊重)

② (接遇態度)

③ (接遇態度)

④ (規律性)

⑤ (責任性)

⑥ (積極性)

⑦ (協調性)

③ (専 F日性)

⑨ (守秘義務)

⑩ (信頼性)

【菊池園職員行動指針 】

利用者の人権を尊重し、安全・安心・快適なサービスを提供します。

明るい笑顔と挨拶を行います。

好感の持てる身嗜み 。態度・言葉遣いを行います。

時間厳守、機敏な行動、整理整頓を行います。

自己の役割を認識し、責任ある行動を行います。

向上心と広い視野を持ち、積極的に仕事に取り組みます。

部署内外にこだわらず、全職員で連携し職務遂行にあたります。

専門職員として、知識・技術・価値観の向上に努めます。

仕事上で知 り得た個人情報に対して、守秘義務を厳守します。

利用者や地域に信頼される施設になるよう努めます。



2.中長期計画 (令和 6年度～令和 9年度 )

(1)施設サー ビスの再構築
令和 6年度報酬改定において 「地域移行の推進」が大きな柱として掲げられ、障害

者が希望する地域生活を実現 。継続するための支援の充実が図られることになつた。

これにより障害者支援施設においてはすべての利用者に対して、地域移行や施設外の

日中サービス利用の意向確認をすることが義務化される。私たちとしては重度の障害

があつても地域社会とのかかわりの中で、安全安心を基本とし、一人一人のその人ら

しい生活の実現に向け支援を行っていく。そのためにも施設完結ではなくボランティ

アや地域の社会資源も活用し、多様な選択肢の中から、自己決定 。自己選択ができ

る、生活環境を整えていくことが重要となる。利用者の高齢化・重度化が進む中、重

度障害者の生活施設としての在り方やサービス内容 。日課にういて検討を行い、施設

サービスの再構築を行っていく。

<主な取り組み>

□意思決定支援の体制整備

□施設サービス・ 日課の見直し

□社会資源の活用

□日中活動の整備

□地域移行の受け皿として、グループホームの検討

(2)人材確保対策 (職員の定着・採用・育成 )
人口減少や他産業での賃上げが進む中、人材確保は年々厳 しさを増しており、法人

経営の一番の課題となつている。これまで欠員補充が中心の採用活動であったが、採

用担当者 (部署)を設け、採用活動や広報活動を計画的に進めていく。また、当法人

の奨学金制度を活用し、新卒採用や外国人労働者の採用にも取り組んでいく。

一方で人材確保対策の一番の要は、今いる職員が菊池園で働き続けたいと思える環

境を整備していくことである。そのためにも職員の処遇改善、人材の育成、労働環境

の改善、組織風土づくりに取り組んでいく。

<主な取り組み>
□採用活動、広報活動の充実

□職員の処遇改善

□奨学金制度を活用した採用活動

□組織風土づくり

ロハラスメント対策



(3)働きやすい労働環境の整備
リフターや見守り支援機器等、介護分野で開発が進む様々なテクノロジーを導入

し、介護業務の負担の軽減や効率化を図ると共に、利用者が安全・安心に過ごせる環

境を整備 していく。また、職員の健康増進 (心身の健康)、 家庭や子育てとの両立、多

様な働き方への対応等、働きやすい労働環境の整備も進めていく。

<主な取り組み>

□天丼走行 リフターや見守り支援機器の導入

□睡眠センサーや自動体位交換機の導入

□勤怠管理システムの導入、記録システムの見直し

□再雇用職員規程の見直し

□職員配置体制や専門職員の配置の検討

□福利厚生の充実

(4)人材の育成
職員が専門性を発揮し利用者に良質なサービスを提供していくためには、職員の成

長が欠かせない。職員一人一人が目標を持ち成長していくために、職場内外の研修の

充実や上司との定期的な面談の導入等、人材育成の仕組みづくりを進める。また、キ

ャリアパスを整備し、職員が将来の見通しを持ち働くことができる環境も整備してい

く。

<主な取り組み>

□法定研修、課題別研修

ロキャリアパスの整備 (体系的研修 )

□目標管理や定期的な面接

(5)リ スク対応 (災害、感染症、防犯姑策 )、 設備管理

令和 6年度より災害や感染症に係る、事業継続計画 (BCP)の作成が義務化される。

利用者の安全・安心を守るために計画の作成だけでなく、訓練 (研修)の実施や計画

の見直しを定期的に行つていく。特に新型コロナウイルス感染症対策においては、過

剰な対策とならぬよう、感染状況に合わせて、対策の見直しを適宜行っていく。

入所施設は建て替え後 10年以上経過し、ここ数年、エアコンや照明などの故障が目

立ってきている。利用者の生活に支障をきたさぬよう適宜更新を行つていく。

<主な取り組み>

口新型コロナウイルス感染症への対応 (既存の対策の見直し)

□事業継続計画の見直しと訓練の実施

□防災設備・備品の整備

□老朽化に伴 う設備 。備品の更新



(6)経営基盤の強化 (持続可能な経営 )
ここ数年、コロナ感染症や物価高騰の影響もあり、厳しい経営状況が続いている。

事業を継続していくためにも収支の安定化は欠かせない。定期的に実績管理 (指数管

理)を行い、各事業での黒字化を目指していく。

また、職員の定年退職等により、管理職の世代交代を迎える。世代交代が円滑に進

むよう後任の育成や管理体制 (役割・責任)の見直しを適宜行つていく。

<主な取り組み>
□新規加算、報酬改定への対応

□各事業所における延べ利用者数の増

□人件費、事業費、事務費の適正化、経費削減

□組織体制の見直し (職員配置、体制の適正化、会議委員会の見直し、権限移譲)



3.基本方針

令和 6年度の報酬改定では、人材確保のための処遇改善や権利条約の総括所見に基づ

き、障害者が希望する地域生活の実現に向けた支援の充実 (地域移行の推進)が図られ

ることになつた。報酬改定の内容を読み解き、これからの事業展開や支援に繁げて行く

と共に、安定した法人運営ができるよう、新規力日算の取得や体制の整備を図つていく。

利用者の生活や法人運営に大きな影響を与えてきた新型コロナウイルス感染症は、昨

年 5月 に感染症法上の位置づけが 5類に引き下げられ、当施設においても居室での面会

や自宅への外出や外泊を再開した。今後も感染対策に留意 しつつも過度な対策や制限と

ならぬよう配慮し、可能な範囲で園内外の活動を再開し、利用者に楽しい生活を送って

いただけるよう取り組んでいく。

今回、2028年の菊池園創立 50周年に向け、新たに中長期計画の作成を行つた。中長

期計画を基本とし、これまで同様に重度障害者への支援や地域の福祉課題解決に取り組

むと共に、サービスを支える職員が成長できる環境、力を発揮できる環境、安心して働

くことができる環境を整備していく。以下、重点事項を掲げ、今年度の事業を行つてい

く。

4。 重点実施項 目

(1)令和 6年度報酬改定への封応及び新たな処遇改善の実施
新規力日算の届出や報酬改定後の請求事務が円滑に進むよう適宜準備を進める。また、

6月 より処遇改善加算の一本化が図られ新たな配分ルールのもと処遇改善が実施され

る。処遇改善計画の作成等、準備を進めていく。

(2)意思決定支援の体制整備
今回の報酬改定により、利用者への地域移行や施設外の日中サービス利用の意向確

認が義務化される。 (令和 8年度より)今後示されるガイ ドラインに基づき、運営規

定への規定や担当者の選任、マニュアルの作成を進めていく。

(3)リ スク対応 (防災・感染症・防犯封策 )、 設備管理

令和 6年度より災害や感染症に係る、事業継続計画 (BCP)の 作成が義務化される。

利用者の安全 。安心を守るために計画の作成だけでなく、訓練 (研修)の実施や計画

の見直しを定期的に行つていく。

新型コロナウイルス感染症対策においては、過剰な対策とならぬよう、感染状況に

合わせて、対策の見直しを適宜行っていく。



(4)生活支援部会議 (仮称)の新設
新たに生活支援部会議 (仮称)を設け、困難事例への対応や部下育成をはじめとす

る、課を運営していく上での課題を共有し、解決に向け検討を行つていく。

(5)人材育成の仕組み作 り
職員一人一人が日標を持ち成長していけるように、目標管理や上司と部下による定

期的な面談等、人材育成の仕組み作りを進める。

(6)虐待・権利侵害の根絶、身体拘束等の適正化
虐待や権利侵害の根絶に向け、定期的な委員会の開催や研修会を実施していく。ま

た、虐待を個人の問題ではなく組織の問題として捉え、対応困難な事例へのチームア

プローチを大切にしていく。

(7)勤怠管理システムの導入及び採用活動の充実
勤怠管理システムを導入することで、総務課内の業務省力化を図り、総務課が中心

となり、計画的に採用活動や広報活動を進めていけるよう体制を整える。

(8)再雇用職員の給与制度見直 し
定年後も年金受給年齢となる 65歳までは働き方に応 じて、一定の給与水準で働く

ことができるよう、再雇用職員規程及び給与 。賞与規程の改正を行つた。令和 6年 4

月より新たな基準での運用を開始する。

(9)マイナ保険証への対応
国は今年の秋までに現行の保険証を廃止し、マイナ保険証への移行を表明している。

家族とも連携し、マイナ保険証への切 り替えを進めると共に、施設での管理方法を検

討 していく。


